9月議会一般質問議論ポイント（案）　07.09.05　01：20　質問に変化なし
参院選であぶりだされた地方の政治課題と本市の対応について

　2007年政治決戦が終わり、様々な内政課題が浮き彫りになった。特に「景気・経済をより成長させながら、大企業から中小企業、企業から家計へ、中央から地方へ波及していくことが重要であり、息の長い経済成長のために今こそ、地方経済の活性化や「小さな政府」実現への様々な改革が必要なのは揺るぎない時代の要請でもある。以下市長に伺いたい。

（1）市長は今回の参議院選挙の結果をどのようにとらえ、反映された様々な民意をどう読み取ったか。また、地方の疲弊に象徴される不満、将来への不安は、「地方の反乱」と表現されているが、地方行政を担う市長として、認識を伺いたい。 

（2）地方の活性化には、住民の創意工夫を生かして民間の活力を引き出すことが何より重要である。国においても今年4月からの第二期分権改革がスタートし、そのキーワードは自立した「地方政府」への地方分権と税源委譲。市長の認識と対応を伺いたい。

　「社会保障制度における国民の負担感の増」については、少子高齢社会の中で負担増を避けて、持続可能な社会保障制度は確立できない。すなわち「打出の小槌」はない。

４年前の年金改革のときに①公的年金控除等の見直し②老年者控除の見直し③定率減税の段階的廃止が決まっていた。その上に三位一体改革で所得税と住民税の税配分がシフトチェンジされることになった。６ヶ月のタイムラグを経て、この６月から実施された。それらが参院選に重なったということにもなります。

告示前の６月中旬から一ヶ月間、市役所に住民税の負担増でかかってきた電話は一日当たり300件、「何でこんなに住民税が増えたんや」と抗議に来た人は一日当たり100人を越えていたという現実があります。

①税制改正により、課税・非課税の分岐点が微妙に動き、制度の矛盾、問題点が極めて強く露呈し、介護保険料や、国保保険料が急激に上昇する問題が生じていますが、本市の取り組みと対応について伺いたい。

　この４月1日施行の「地方分権改革推進法」により地方分権改革推進委員会を設置し、今後3年間で「地方分権推進計画」を作成し、「地方分権改革推進一括法」の早期制定を目指すという流れ。

その中で、「地方税を充実し、偏在度の小さい地方税体系を構築する」としている。そこからでてきたのが「ふるさと納税制度」。住民税の一部を納税者の意思で居住地以外に納める構想。ただ税金は「住んでいる自治体で行政サービスを受ける代わりに、その費用を負担する」のが原則であり、現実的でないという声と、地方からは都会からの仕送りに期待すると評価は分かれています。

②市長は「ふるさと納税」にどのような認識を持っているのか伺いたい。

　小泉改革のもとで行われた3年間に渡った「三位一体改革」。国全体で国庫支出金を4.7兆円減額し、税源委譲は3兆円、地方交付税を5.1兆円減額し、トータルで国からの持ち出しを6.7兆円減らした。本市においても約79億円の減収となり、このことで地方財政は大変に厳しいものとなった。答弁にあるように「国の財政削減による地域間格差の拡大」につながった。

　言い方を変えれば、地方財政が弱体化してきたのは、約3兆円の税源委譲がなされたが、5兆円を超える地方交付税を削減し、地方税と財政調整制度との適切な連携に失敗しているからと言える。

地方税には景気動向などで税収が変動しにくいという安定性と、地域間で見た偏在性の小ささが求められる。また法人関係地方税の偏在性を小さくするなら、利益でなく活動規模に応じて法人に課税する外形標準化を進めるべきだ。

都道府県の地方税収の格差は拡大し05年度決算では3.2倍にまで広がったと申し上げたが、その中味はと言うと、８月2日の東三河５市議員研修会で学んだように、地方消費税（総額で2.6兆円）は最大の東京と最小の沖縄県とでは2.0倍の開きにととまっていますが、地方法人2税（法人住民税・法人事業税、総額7.6兆円）は最大の東京と最小の長崎県とでは6.5倍に広がっています。地方法人2税の26％は東京都に入っています。

豊かな税収を背景にオリンピック誘致をめざす東京都、来年度から低所得者の住民税所得割を免除する方針を立てている。杉並区は将来住民税をゼロにするという。地方の税収格差がめだっています。

　

③偏在性が目立つ法人住民税を国税に、そして、地方消費税を国税の消費税を上回るように配分しなおし、地方税と財政調整を連動させ偏在度の小さい地方税体系を構築する必要が財政力格差を是正するポイントではないかと考えるが、市長の考え方を聞きたい。

それで、豊橋市の土木費でみてみるとH5年度286億円、06年度208億円。この15年間の豊橋市財政の特に一般会計歳入比較を見てみると、市税収入は600億円前後で、ほぼ横ばいと、景気に左右されない堅実な本市の財政ですが、地方交付税はH5年度には538百万円、H11、H12年度は107億、104億円という経過を経て、H18年度から不交付団体となり、三位一体改革では約80億円の影響もうけるなかでも、財政力指数は中核市に移行した平成11年度には基準財政需要額が増加したことなどで0.83にまで落ち込んだが、平成18年度予算ベースで1.04まで上昇させた。

その背景に「行政評価システムの導入」、「組織機構の見直し」、「定員管理や給与など人事管理制度の見直し・適正化」、「アウトソーシングなどの推進」など間断なき行財政改革に取り組み184億円余の財政効果を生み出していることを評価しなければないし、H22年度を目指した「経営改革プラン」への実効ある取り組みを期待するものである。

④指定管理者制度、PFI事業、行政事務のIT化、説明責任、NPO、市民協働、市場化テスト、地域資源の有効活用など、行政環境は激変している。行政評価システムから行政経営システムへ、管理手法の次なる展開をどう考えているか伺いたい。

（3）地方の産業活性化策として、本市も国際自動車特区および国際自動車産業交流都市計画（地域再生）に取り組んできたが、その成果と展望、また新たな「中小企業地域資源活用促進法」などへの取り組みについて伺いたい。

　三河港においては年間約50万台の自動車が、回送運行の際に公道を通過する場合には仮ナンバーが必要とされている。しかし、この作業は特定の民間事業者により、特定の地域の中でのみ行われているから、仮ナンバーの表示を緩和し、流通機能の向上を図ろうとした。

　具体的には仮ナンバー表示には約2分要することから年間50万台で16,666時間短縮できる。すなわち作業時間が効率化でき、コスト削減や全体として流通機能の効率化が図られることになって、これが、全国へ展開されることになった。

　それだけでなく、特区は地域再生とセットで、総合的な国際自動車産業交流都市の構築を目指していたわけで、例えば、企業立地、投資及び雇用の大幅な増加が期待できるとされてきた。具体的には2010年を目処に立地企業数は18、直接雇用人員は1440人とされてきた。

①これら指標の進捗動向や、地域経済にもたらした経済効果をどのように捉えているか伺いたい

　

　さらに、「中小企業地域資源活用促進法」、「地域産業活性化法案」さらには「産業活力再生特別措置法等の一部を改正する法律」と立て続けに「成長と地域・中小企業の底上げによる格差の是正」に向けて、イノベーションによる生産性向上、地域経済活性化のための法的な枠組みを整備して、6月末に試行した。

　かってのように公共事業をばらまくのでなく、人づくりや地域資源などソフト面を重視した点は評価できるが、国が基準を設けたうえで、それに適した事業を選んで補助金を配る配る手法はこれまでと同様で、地方の活性化を名目に地方向けの細かな補助金が増えているのは財政規律の面からも問題が残るのではないか。

　とまれ「中小企業地域資源活用促進法」に基づき、7月末に愛知県策定の基本構想を国へ提出し、8月31日に認定され、公表された。

　豊橋の地域資源は「大葉・うずら」、「豊橋筆・三河の佃煮」「手筒花火」「豊橋発祥のええじゃないか」など16件。答弁にあるように「食農産業クラスター」や「食育」などとのコラボレイトも期待できますし、観光振興との連携も期待できる。

②これら認定された地域資源を地域・中小企業の活性化にどのように結びつけるのか、その戦略イメージを伺っておきたい。

（4）本市では平成12年３月に策定された「豊橋市中心市街地活性化基本計画」によるにぎわいの交流空間作りに取り組んできたが、その一役を担う「こども未来館」の建設が急ピッチで進んでいる。「ひと、まち、みらいの創造空間」の実現に向けたプログラムの取り組みについて伺いたい。

　8月21日、猛暑の東京で視察したのは東京江東区「ららぽーと豊洲」にある。「こどもたちの、こどもたちによる、こどもたちのための国－キッザニア」。オープンから９か月で来場者は予想をはるかに超えて５０万人。そこでは何が行われているか。

　キッザニアには、消防士、キャビンアテンダント、モデル、医師など、 約70種類の具体的な仕事や体験がこども達を待ち受けています。パイロットになって飛行機を操縦、アナウンサーとしてニュースを読む、それをカメラマンとなって撮影する。消防士になって消火活動、バスガイドとなって乗客（こども）にアナウンスする。

　場内には本物そっくりなお店や施設が立ち並び、まさにこどもの街。大きさも約２／３のこどもサイズに統一されていて、自動車販売会社に展示してある車も自動車メーカーが手作りで２/３モデルを作り店頭に並んでいるほど。

　働く前には、その仕事に関連した解説や働く上でのルールが説明され、こども達一人一人に役割が与えられる。各種サイズのユニフォームに着替え、いざ仕事スタート。仕事を体験したこども達には、キッザニア独自の通貨“キッゾ” でお給料が支払われる。そのキッゾを使っていろいろなサービスを受けたり、ショッピングをすることもできる。

お金を持っていけば、自動車に乗れるという遊園地でなく、自動車に乗るためにはまずお金（キッゾ）を払って講習を受け免許を取得する。そして、お金を払ってレンタカーを借りる。コースを２周して、ガソリンスタンドに立ち寄って燃料を満杯にして返す。不具合があればバッテリーやタイヤを交換したりの点検も受ける。ガソリンスタンドでも、子どもが給油したり、フロントガラスを拭いたり働く子どももいる。 

　キッザニアは、仕事体験をベースとした社会学習の場といえる。遊びの中から社会のルールやマナー、経済のしくみ、将来の可能性を学んでいくことができる仕組み。それもお店屋さんごっこではない。どこまでも本物を追求している姿は半端ではない。

だから、平日には遠足や修学旅行、社会見学や自由研究などで東京・関東のみならず全国から子どもたちが集まってくるという

 　私は来年7月にオープンする「子ども未来館」にキッザニアのまねをしたらどうかと言っているのではありません。答弁にあるように「社会で必用なコミュニュケーション能力の育成を目的として、子どもたちに様々な体験と発見をしてもらう」そのプログラムは、より本物に、より真剣なもので組み立てていただきたいと言うことです。本物には子どもたちは真剣に取り組み、感動します。

答弁で「遊びながら仕事を体験できる」とおっしゃいますが、仕事は遊びながらできません。いやなことも、難しいことも、工夫して、辛抱して取り組むから報酬があるのです。またものづくり工房やお菓子作りでも、後始末をする、使ったものはかたづける、ごみは6分別する。そこまでのプログラムを検討していただきたい。

①現時点で意図することがあれば、オープンを楽しみに待つ子どもや市民にメッセージとしてお答えください。

（5）過疎化の悪循環に歯止めをかけるべく中山間地の再生は国の重要課題であるが、それはまた地域連携を含めた都市問題でもある。「三遠南信サミット２００７ｉｎ南信州」を前に「三遠南信地域連携ビジョン」が検討されているが、本市の取り組みを伺いたい。

　今回の一般質問で問題提起しているのは、冒頭申し上げましたが「地域格差は拡大しているのか」と言う問題。今回の参院選であぶりだされたのは、日本経済全体は息の長い景気拡大を続けているが、「大都市圏好調・地方圏不調」の声が根強く、地域格差が「地方切り捨て」という意識を持つ人が急増して「地方の反乱」がおきたとされている。本当にそうなのかを、私なりに検証しようとして、取り上げた。

　私はむしろ地域間格差でなく、地域内格差、中核都市部と周辺都市、町村との格差が「地域間格差」としてすりかえられていないかという認識を持つわけです。その意味で、現在取り組まれている「三遠南信地域連携ビジョン」に大いに期待する。

平成6年から始まった三遠南信サミットも14回目を11月に市制施行70周年の飯田で行われます。東西軸を中心に進められてきた国土開発が、南北軸―三遠南信自動車道早期開通期成同盟会も立ち上がり、この間に各地域で合併も進み、三遠南信地域内の自治体は58から32に減少し、豊橋市と浜松市が嵩山のトンネルで隣接し、浜松市と飯田市は旧水窪と旧南信濃村でつながっています。

特に問題にしたいのは、中山間地の問題です。深刻な高齢化の問題、一方で若年者の比率は低下の一途。（高齢化率　設楽町：40％、東栄町44％　若年層（〇～14）設楽町：645人10％15年間で半分、東栄町361人8.2％　歳入に占める地方交付税率　設楽町　38.6％、東栄町　50.9％　財政力指数0.24）は人口構成の変化と共に所得の低下や財政力の低迷で、教育・医療・福祉面でも大きな不便を強いられている地域は少なくない。過疎に伴う生活の不便や行政サービスの低下が新たな過疎を生むと言う悪循環にあり、その一方で国土保全や環境保護に寄与しており、その機能の低下は三遠南信地域の空洞化をもたらし、地域力の低下につながりかねない。

①答弁にある「下流域としての中山間地域への取り組みなどについて提案を行う」とされているが、その具体的な取り組みについて伺いたい。
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